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渋谷区地域福祉計画（素案）に関するパブリックコメント実施結果 

 

１ 実施期間 

  令和４年１月６日（木）から同月１９日（水）まで 
 

２ 提出件数 

  意見総数：２件  提出方法：電子メール 
 

３ 提出された意見及び区の考え方 

（１）「現状と課題」について 

意見の内容 区の考え方 

・4 つの課題に集約されていますが、2 項目を他の項目同

様にもう少し分解してはどうでしょうか。 

  ・多様なニーズが存在する。 

  ・知的障害者や精神障害者の方々が地域で長期的に暮

らしていける安心感が不足している。 

  ・虐待や自殺する事案がなくならない。 

などが記載されていますが、それぞれ大きな課題であり、

まとめて記載されると埋没してしまいます。一方で、これ

らの課題の中で、本地域福祉計画策定の趣旨である「共通

の課題」の抽出と 3~4 点程度への重点化が必要だと考え

ます。 

課題の優先度は付けにくいとは思いますが、共通している

課題についてもう少し絞り込まないとその後の施策も縦

割りで個別に立てられているものと重複して、総花的にな

っているようです。 

個人的には、 

①誰も取り残さないという考え方から自ら困っているこ

とを発信できない人(子供、知的障害者、後期高齢者など)

が見つけられてない 

②区民が、様々な課題を知る機会が少なく、関心を持って

課題解決に貢献できる意欲のある人の掘り起こしと活躍

の場の提供が出来ていない 

③こども家庭庁の創設の背景にあるような教育、福祉、経

済困窮家庭支援などへの支援について、ワンストップで

「よろず相談」を受けられる窓口がわからない(存在して

いない) 

などではないかと思います。 

 素案で記載した４つの課題につきましては、分野ごとの

個別計画などにおいて課題となっているものを基に抽出・

集約したものとなっております。 

いただいたご意見のうち①から③までの３つの課題にお

ける観点につきましては、次のとおり計画への追記等を検

討しました。 

①「２ 課題の整理」のうち「①相談支援体制の更なる強

化が必要」の内容に反映します。 

②「２ 課題の整理」のうち「③地域を主体とした地域福

祉活動の推進が必要」の内容に反映します。 

③相談窓口の在り方については、令和５年度から実施を予

定している「重層的支援体制整備事業」における課題の一

つとして、「重層的支援体制整備事業実施計画（仮称・令和

４年度策定予定）」策定時に検討します。 

 

 

（２）「地域で暮らす」について 

意見の内容 区の考え方 

知的障害者の親としては、安心して地域で暮らしてほしい

ことに加えて、人間としての成長や自立、社会への貢献と

それによる支える側にもなること、頼られ尊敬されるよう

になることを家族だけではなく地域社会で応援していた

だけることを願っています。そのための施策としてグルー

プホームが本来の目的である自立する力を育む場である

ことをより地域社会や職員や行政、一番の関係者である家

族に理解してもらう啓発に力を入れていただきたい。 

渋谷区では基本構想に掲げる「ダイバーシティ＆インク

ルージョン」の考え方を重要視し、年齢や障がいの有無を

超えて混じり合い、支え合うことでそれぞれが持つ力を発

揮できるように各施策に取り組んでいます。 

今後も「ダイバーシティ＆インクルージョン」を更に推

進できるよう、グループホームに係る情報発信も含め、各

施策の理解促進に一層力を入れていきます。 

 「ダイバーシティ＆インクルージョン」の考え方につい

ては、本計画の基本理念の内容に反映します。 
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 ①   相談支援体制の更なる強化が必要                        

複数の分野において、「何かあった時の相談相手はいない」「必要な情報を選ぶのが困難」といった

区民からの声は少なくなく、これまでも進めてきた地域包括支援センターなどの相談支援体制の整

備を更に強化することが重要となっています。また、今般のコロナ禍における相談対応、ひきこもり

の方や自ら困っていることを発信できない方（子ども・知的障がいをお持ちの方など）への相談対応

など、従来の来庁型の相談では受け止めることが難しい相談について、対応方法の検討が必要です。 

このような分野ごとの相談体制の強化に加え、地域住民の複合・複雑化した支援ニーズに対応す

る包括的な支援体制を整備するため、「属性を問わない相談支援」、「参加支援」、「地域づくりに向け

た支援」を一体的に行う重層的支援体制整備事業が定められました。庁内の各所管課においても複

合・複雑化したニーズの高まりがうかがえることから、渋谷区においても事業実施の検討を進める

必要があります。 

 

 ③   地域を主体とした地域福祉活動の推進が必要                   

 地域福祉の実現にあたっては、行政だけではなく、区民の方々の協力も必要不可欠です。一方、高

齢化や核家族化、町会加入率の低下、近所付き合いの希薄化など、地域コミュニティによる支え合い

が難しくなりつつあります。交流の場や居場所へのニーズは複数の分野でうかがえます。これまで

以上に、世代や属性を超えた区民同士が交流できる多様な場や居場所を整備し、「人と人」「人と居場

所」をつなぎ合わせ、ひいては高齢者、障がい者、子どもたちが安心して生活し続ける地域づくりを

推進していくことが求められています。 

 また、地域福祉の現場では「人手が不足している」「人材育成のための時間がない」「指導できる人

材が少ない」といった声が多く上がっています。加えて、区民の方々が地域の課題を知る機会、意欲

のある人材の掘り起こしや活躍の場の提供もまだ少ない状況にあります。地域福祉を推進する上で

は、公的サービスを担う専門職をはじめ、保健、福祉、子育て支援に携わる人材確保とスキルアップ

が求められています。 

 

１ 基本理念 

本計画は、平成 28（2016）年度に策定した渋谷区基本構想で掲げる未来像「ちがいを ちからに 

変える街。渋谷区」実現に向けて、「支える側」「支えられる側」という従来の関係を超えて、一人

ひとりが生きがいや役割を持ち、助け合いながら暮らしていくことのできる地域共生社会を構築す

るために取り組む計画です。 

計画策定にあたっては、社会環境や法改正等の動向を勘案し、平成 28（2016）年度に策定した「渋

谷区長期基本計画 2017-2026」の政策の一つである「地域における共生型社会の実現」の一環とし

て、制度・分野ごとの「縦割り」では解決できない課題に対応する包括的な支援体制を総合的に推進

していく計画とします。 

また、「ダイバーシティ＆インクルージョン」の考え方を重視し、年齢や障がいといったあらゆる

多様性が混じり合い、支え合うことで、それぞれが持つ力を発揮できる施策を展開します。 

 


